
頁

１．事業の位置付け

● ハード ○ ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

目標 － 1 1 1
実績 1 1 4 1

実績 57 71 145 203

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

平成22年度
目標 70 70 70 200

説明・算定式 平成22、23年度は、神奈川県の補助制度と合わせ、年間200世帯の設置を目指す。

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度

活動指標②

指標名 新たに太陽光発電システム設置した公共施設数 単位 施設

説明・算定式

指標名 新たに太陽光発電システムを設置した家庭数 単位 世帯

目的・目標 事業の概要
公共施設へ太陽光発電システムを導入し、新エネルギーの
普及啓発を図ることで、市民においても積極的に太陽光発
電システムなどを導入し、温室効果ガスや化石燃料の消費
量が削減されています。

新エネルギーの利用促進のため、新エネルギービジョンに
基づき、太陽光発電システムについて、公共施設への導入
を推進するとともに、市民が家庭に設置する場合に助成を
行います。

委託、協働
対象・受益者 市民 事業期間

事業担当
事業種類

環境部　環境政策課

根拠法令等

平塚市総合計画　平成19年度から平成22年度における実施計画事業の取り組み状況まとめ 267

'03 3 環境負荷の少ないエネルギー利用を進める
'03 ③〈循環型社会〉　循環型社会をめざして環境負荷の少ない暮らし方を定着させる

総合計画の
位置付け

'03 基本目標３　　人と自然が調和した、やすらぎのあるまち

新エネルギー普及推進事業事務事業名

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
□ 事業の目的、対象、内容
■ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
■ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

実績 36 38 66 76

実績 1703 1951 2480 3257

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

平成20年度 平成21年度 平成22年度
目標 1785 2030 2275 3180

平成19年度

実績

妥当性

事

業

分

析

項目 分析の視点 左記の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

○

有効性

●
○

○

必要性

太陽光発電システム設置補助への市民ニーズは高く、市
が設置促進を図るため補助制度を設ける必要性は高くあ
ります。

●

●

○

○

効率性

更なる市民ニーズの高まりを想定して、事業の実施方法等
について、検討する必要があります。 ○

●

申請件数が急増しており、助成件数の増加、担当職員の
増員について、検討する必要があります。

40 50 55

太陽光発電システム設置補助への市民ニーズは高く、市
が設置促進を図るため補助制度を設ける必要性は高くあ
ります。また、補助の増額要望があります。

成果指標②

指標名 太陽光発電システムを設置している公共施設による総発電力 単位 kW

説明・算定式

目標 30

説明・算定式 平成22、23年度は、神奈川県の補助制度と合わせ、年間700kWの設置を目指す。

成果指標①

指標名 太陽光発電システム設置補助世帯総発電力 単位 kW



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ：予定どおり ① ：予定どおり ① ：予定どおり ① ：予定どおり
平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分 平成22年度事業分

－ － － －

人件費　(B) 3,776 3,776 3,761 6,855
フルコスト　(A+B) 5,612 11,122 29,265 26,927

0.45 0.45 0.45 0.83
204.85

再任用　(人) 0.00 0.00 0.00 0.00

6,402
事業費　(A) 1,836 7,346 25,504 20,072

0
その他　特財 0 0 2,000 0

起債 0 0 0

国庫支出金 0 700 1,788 560
県支出金 0 0 15,838 13,110

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額

平成２２年度
決算額

進
捗
状
況

遅れている
理由

執行率　(%) 74.94 59.00 95.58
職員　(人)内

訳

一般財源 1,836 6,646 5,878

財
源
内
訳

事業内容

システム設置助成及び
公共施設への設置

システム設置助成及び
公共施設への設置

システム設置助成及び
公共施設への設置

システム設置助成及び
公共施設への設置

268

新築された保健センター
に太陽光発電システムを
導入するとともに、一般
住宅へ太陽光発電システ
ム設置に対する助成制度
を設け 新エネルギーの

花水小学校に太陽光発電
システムを導入するとと
もに、一般住宅へ太陽光
発電システム設置に対す
る補助制度を設け、新エ
ネルギーの普及啓発と導

太陽光発電システム設置
補助制度については、申
請件数の急増に伴い、補
正予算を計上して対応し
ました。その結果、平成
21年度の設置補助は145

太陽光発電システム設置
補助制度については、平
成22年度の設置補助は
203件、777.27kwとなり
ました。また、公共施設
については 太洋中学校

Ａ Ａ Ａ Ａ

主な取組と成果

を設け、新エネルギーの
普及啓発と導入促進を
図った。事業の進捗は、
住宅への太陽光発電シス
テムの設置にかかわるも
のについて、若干遅れが
生じているが、ほぼ計画
どおり新エネルギーの普
及が図られた。

ネルギーの普及啓発と導
入促進を図りました。一
般住宅への太陽光発電シ
ステムの設置補助は、平
成20年度は71件、
247.46kwでした。

21年度の設置補助は145
件、529.17kwとなりまし
た。また、公共施設への
太陽光発電システムの設
置については、新設され
た西部福祉会館など４施
設に設置されました。

については、太洋中学校
体育館に10kwのシステム
を設置しました。

：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった検証結果
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開 平成24年度への展開

今後に向けた
課題

太陽光発電システム設置
助成への市民ニーズは高
く、設置促進を図るため
市が助成制度を設ける必
要性も高い。今後、助成
額の引上げや、その他の
新エネルギー導入に対す
る助成についても検討す
る余地がある。また、制
度の活用についての周知
や、公共施設への率先導
入について、更に進める
必要がある。

太陽光発電システム設置
補助への市民ニーズは高
く、設置促進を図るため
市が補助制度を設ける必
要性も高くあります。今
後、補助件数の増加や補
助額の引上げ、その他の
新エネルギー導入に対す
る助成についても検討す
る余地があります。ま
た、先着順としている制
度の運用や、公共施設へ
の率先導入について、更
に検討を進める必要があ
ります。

太陽光発電システム設置
補助への市民ニーズは高
く、設置促進を図るため
市が補助制度を設ける必
要性は高くあります。今
後、補助件数の増加や補
助制度の内容、太陽光発
電以外の新エネルギー導
入に対する助成について
も検討する余地がありま
す。また、公共施設への
率先導入については、事
業の位置付けや実施方法
等について検討を進める
必要があります。

太陽光発電システム設置
補助への市民ニーズは高
く、設置促進を図るため
市が補助制度を設ける必
要性は高くあります。今
後、補助件数の増加や補
助制度の内容、太陽光発
電以外の新エネルギー導
入に対する助成について
も検討する余地がありま
す。また、公共施設への
率先導入については、引
き続き推進します。



頁

１．事業の位置付け

○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

目標 3000 － － －
実績 3010 － － －

実績 － 5 6 14

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

平成22年度
目標 － 3 5 8

（H19年度まで評価）

説明・算定式 （H20年度から設定）

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度

活動指標②

指標名 コツコツプラン登録世帯数 単位 世帯

説明・算定式

指標名 地球温暖化対策出前講座開催回数 単位 回

目的・目標 事業の概要
市民が温暖化問題に理解を深め、温暖化防止対策に積極的
に取り組むことにより、地域から排出される二酸化炭素が
削減されています。

地球温暖化対策を推進するため、地球温暖化対策地域推進
計画等の周知を図るとともに、地球温暖化防止に向けた市
民行動を促進します。

委託、協働
対象・受益者 市民 事業期間

事業担当
事業種類

環境部　環境政策課

根拠法令等

平塚市総合計画　平成19年度から平成22年度における実施計画事業の取り組み状況まとめ 269

'03 3 環境負荷の少ないエネルギー利用を進める
'03 ③〈循環型社会〉　循環型社会をめざして環境負荷の少ない暮らし方を定着させる

総合計画の
位置付け

'03 基本目標３　　人と自然が調和した、やすらぎのあるまち

地球温暖化対策推進事業事務事業名

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
□ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
■ その他
□ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
■ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

実績 2086 2029 1998 1889

実績 － 288 643 561

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

平成20年度 平成21年度 平成22年度
目標 － 100 200 160

平成19年度

実績

妥当性

事

業

分

析

項目 分析の視点 左記の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

○

有効性

●
○

○

必要性

地球温暖化に対する市民の関心は高く、市民の実践行動
を促進するために市が関与する必要性は高くあります。 ●

●

○

○

効率性

市民活動団体等との協働を含め、実施主体や役割分担に
ついて検討する必要があります。 ○

●

地球温暖化対策の普及啓発事業は、更なる拡大・充実が
求められており、業務の執行体制等を増強する必要があり
ます。

2051 2014 1977

コツコツプラン一般家庭編には1,316世帯、小中学生編に
は3,785人、事業社編には41社が参加しました。新エネル
ギー体験教室には91人が参加しました。

成果指標②

指標名 二酸化炭素総排出量 単位 千ｔ‐CO２

説明・算定式

目標 2088

説明・算定式 （H20年度から設定）

成果指標①

指標名 地球温暖化対策出前講座参加者数 単位 人



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ：予定どおり ① ：予定どおり ① ：予定どおり ① ：予定どおり
平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分 平成22年度事業分

－ － － －

人件費　(B) 12,587 12,587 12,534 20,235
フルコスト　(A+B) 13,748 15,430 14,214 24,335

1.50 1.50 1.50 2.45
152.73

再任用　(人) 0.00 0.00 0.00 0.00

4,100
事業費　(A) 1,161 2,843 1,680 4,100

0
その他　特財 0 0 0 0

起債 0 0 0

国庫支出金 0 0 0 0
県支出金 0 0 0 0

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額

平成２２年度
決算額

進
捗
状
況

遅れている
理由

執行率　(%) 99.32 157.94 75.57
職員　(人)内

訳

一般財源 1,161 2,843 1,680

財
源
内
訳

事業内容

地球温暖化対策普及啓
発事業の実施

地球温暖化対策普及啓
発事業の実施

地球温暖化対策普及啓
発事業の実施

地球温暖化対策普及啓
発事業の実施及び電気
自動車の購入
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平塚市地球温暖化対策地
域推進計画を周知すると
ともに、地球温暖化の防
止に向けた市民行動を促
進するため、コツコツプ
ランを推進した また

７月27日から８月２日ま
での１週間を、地球温暖
化対策強化週間「ひらつ
かクールダウンウィー
ク」と位置づけ、環境
フェアや環境フォーラム

環境フェア、地球温暖化
対策教室（電気自動車体
験教室、エコクッキング
教室、新エネルギー体験
教室）、コツコツプラ
ン 「クール・ビル作

環境フェア、コツコツプ
ラン、新エネルギー体験
教室、クール・ビル作戦
及びクール・タウン作
戦、地球温暖化対策出前
講座などを実施し 地球

Ａ Ａ Ａ Ａ

主な取組と成果

ランを推進した。また、
身近な実践活動を表彰
し、環境問題への関心を
高めるとともに実践者の
拡大を図ることを目的に
「ひらつか環境大賞」を
創設した。この「ひらつ
か環境大賞」には、個
人、団体、コツコツ特別
賞の３部門に1,000件を
超す応募をいただき、審
査を経て、表彰を行っ
た。これらにより地球温
暖化対策を推進すること
ができた。

フェアや環境フォーラム
など、様々なイベントを
通して持続可能な循環型
社会づくりに向けた「新
しい暮らし方」を考えま
した。また、地球温暖化
対策地域推進計画の概要
を紹介する小冊子を作成
して配布するとともに、
地球温暖化対策教室や対
象を広げたコツコツプラ
ン、「クール・ビル作
戦」及び「クール・タウ
ン作戦」を実施し、地球
温暖化対策の普及啓発を
図りました。

ン、「クール・ビル作
戦」及び「クール・タウ
ン作戦」、地球温暖化対
策出前講座などを実施
し、地球温暖化対策の普
及啓発を図りました。な
お、コツコツプランの参
加者数には小中学生編の
2,976人、事業者編の22
社は含んでいません。ま
た、環境フェアの参加者
数は1,201人でした。

講座などを実施し、地球
温暖化対策の普及啓発を
図りました。なお、環境
フェアでは環境教室を15
教室開催し、1,813人が
来場しました。コツコツ
プランでは一般家庭編に
1,318世帯、小中学生編
に3,785人、事業者編に
41社が参加しました。新
エネルギー教室は1回開
催し、91人が参加しまし
た。

：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった検証結果
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開 平成24年度への展開

今後に向けた
課題

地球温暖化対策について
は市民の関心も高く、更
なる拡大・充実が求めら
れている。今後、市民活
動団体等との協働など、
事業の推進方法等につい
て検討する必要がある。

地球温暖化対策について
は市民の関心も高く、更
なる拡大・充実が求めら
れています。今後、市民
活動団体等との協働な
ど、事業の推進方法等に
ついて検討する必要があ
ります。また、電気自動
車の導入等についても、
検討する必要がありま
す。

地球温暖化対策について
は市民の関心も高く、更
なる拡大・充実が求めら
れています。今後、業務
の執行体制の増強、市民
活動団体等との協働な
ど、事業の推進方法等に
ついて検討する必要があ
ります。また、電気自動
車の導入活用等の新たな
施策についても、検討す
る必要があります。さら
に、法改正に対応する新
たな地球温暖化対策実行
計画の策定が求められて
います。

地球温暖化対策について
は市民の関心も高く、電
気自動車の普及促進など
新たな施策について検討
する必要があります。ま
た、法改正に対応する新
たな地球温暖化対策実行
計画の策定・推進が求め
られています。
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